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連結株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から)2019年３月31日まで
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,774 2,698 13,994 △367 19,100

当期変動額

剰余金の配当 △333 △333

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,339 1,339

自己株式の取得 △482 △482

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 1,005 △482 523

当期末残高 2,774 2,698 15,000 △849 19,623

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価
証 券 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 61 296 △144 214 19,314

当期変動額

剰余金の配当 △333

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,339

自己株式の取得 △482

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△10 △111 236 114 114

当期変動額合計 △10 △111 236 114 637

当期末残高 51 185 92 328 19,952
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1）1）連結子会社の数　　　　　 ８社

　　2）連結子会社の名称　　　　 サンレックスコーポレーション

サンレックスリミテッド

サンレックスアジアパシフィックPTE.LTD.

三社電機（上海）有限公司

三社電機（広東）有限公司

株式会社三社ソリューションサービス

株式会社三社電機イースタン

東莞伊斯丹電子有限公司

東邦工業（香港）有限公司は2017年11月13日付をもって解散を決議し、当連結会計年度に清

算を結了したため、連結の範囲から除外しております。

(2）非連結子会社　　　　　　　　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち三社電機（上海）有限公司、三社電機（広東）有限公司、東莞伊斯

丹電子有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用しております。

ただし、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上、必要な調整を

行っております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、また売却

原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

2）デリバティブ　　　　　　　時価法
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3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品 半導体素子 ：原価基準（総平均法）

電源機器 ：原価基準（個別法又は総平均法）

原材料 原価基準（先入先出法）

　なお、子会社のうち株式会社三社電機イースタン、東莞伊斯丹電子有限公司の評価方法は次の

方法を採用しております。

商品及び製品、仕掛品、原材料 電源機器 ：原価基準（総平均法）

(連結貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

 有形固定資産

（リース資産を除く）

会社基準による合理的な耐用年数（半導体製造設備につ

いては法人税法に定める耐用年数の概ね７割、その他の

有形固定資産については概ね８割の耐用年数）を設定

し、定額法で償却を行っております。

　なお、子会社のうち株式会社三社電機イースタン、東莞伊斯丹電子有限公司は税法に定める耐

用年数による定額法で償却を行っております。

 無形固定資産

（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用分）については社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法で償却を行っており

ます。

 リース資産　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己

所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

 貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、過去の貸倒発生率及び債

権の個別評価に基づいて回収不能額を見積もり計上する

こととしております。

 賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に

基づき当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

 製品保証引当金　　　　　　　製品の無償補修にかかる支出に備えるため、過去の無償

補修実績を基礎として無償補修費見込額を計上しており

ます。
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 受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年

度末において将来の損失が見込まれ、かつ当該損失額を

合理的に見積もることが可能なものについて、損失見込

額を計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債は、子会社の決算

日の直物為替相場により円貨に換算しており、収益及び

費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

おります。

(5）その他連結計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理　　　1）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

2）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

年度から費用処理しております。

3）小規模企業等における簡便法の採用

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給

付費用の一部の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

のれんの償却方法及び期間　　 のれんの償却については、５年間の均等償却を行って

おります。

消費税等の会計処理 　　　　　税抜方式によって処理しております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16

日)等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区

分に表示しております。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 15,338百万円

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　　普通株式 14,950,000株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額 1株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 8年 5月2 8日

取 締 役 会
普 通 株 式 188百万円 13円 201 8年3月31日 2018年６月６日

2 0 1 8年8月2 4日

取 締 役 会
普 通 株 式 144百万円 10円 201 8年9月30日 2018年12月5日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2019年5月27日

取 締 役 会
普 通 株 式 利益剰余金 254百万円 18円 2019年3月31日 2019年6月5日

Ⅴ. 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿

ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式

については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（主として長期）でありま

す。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

　（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額（*1）
　時価（*1） 　差額（*1）

（1）現金及び預金 5,963 5,963 －

（2）受取手形及び売掛金 6,383 6,383 －

（3）電子記録債権 1,636 1,636 －

（4）投資有価証券
　　 その他有価証券

141 141 －

（5）支払手形及び買掛金 (4,428) (4,428) －

（6）短期借入金 (100) (100) －

（7）デリバティブ取引（*2） (12) (12) －

（*1）負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

　　　債務となる項目については、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金並びに（3）電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（4）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、並びに（6）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（7）デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等によっており

ます。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額１百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,410円77銭

２．１株当たり当期純利益 93円44銭
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Ⅶ．その他の注記

　　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 8 －



株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から)2019年３月31日まで
（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

建物圧縮
積 立 金

土地圧縮
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 2,774 2,698 325 31 301 3,400 7,528 11,586 △367 16,691

事業年度中の
変動額

剰余金の配当 △333 △333 △333

建物圧縮積
立金の取崩

△1 1 － －

当期純利益 489 489 489

自己株式の
取得

△482 △482

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

事業年度中の
変動額合計

－ － － △1 － － 157 156 △482 △325

当期末残高 2,774 2,698 325 29 301 3,400 7,685 11,742 △849 16,365

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当期首残高 61 16,753

事業年度中の
変動額

剰余金の配当 △333

建物圧縮積
立金の取崩

－

当期純利益 489

自己株式の
取得

△482

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

△10 △10

事業年度中の
変動額合計

△10 △336

当期末残高 51 16,417
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、また売

却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品 半導体素子 ：原価基準（総平均法）

電源機器 ：原価基準（個別法又は総平均法）

原材料 原価基準（先入先出法）

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

会社基準による合理的な耐用年数（半導体製造設備に

ついては法人税法に定める耐用年数の概ね７割、その

他の有形固定資産については概ね８割の耐用年数）を

設定し、定額法で償却を行っております。

無形固定資産

（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用分）については社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法で償却を行って

おります。

リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自

己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については､リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額

法によっております。
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３．引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、過去の貸倒発生率及び

債権の個別評価に基づいて回収不能額を見積もり計上

することとしております。

賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額

に基づき当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

製品保証引当金　　　　　　　　　製品の無償補修にかかる支出に備えるため、過去の無

償補修実績を基礎として無償補修費見込額を計上して

おります。

受注損失引当金　　　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末において将来の損失が見込まれ、かつ当該損失額を

合理的に見積もることが可能なものについて、損失見

込額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。当事業年度末において認識すべき年金資

産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等を

控除した額を超過する場合には、前払年金費用として

投資その他の資産に計上しております。なお、一部の

制度は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

1）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

2）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生年度から費用処理しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
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５．ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法　　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、為替予約については振当処理の要件を満たして

いる場合には振当処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　外貨建金銭債権債務を対象に為替予約を行っておりま

す。

ヘッジ方針　　　　　　　　　　　当社所定の取引管理基準に基づき取引額の範囲内で予

約を行うことにより為替変動リスクをヘッジしており

ます。

ヘッジ有効性評価方法　　　　　　為替予約の締結時にリスク管理方針に従って外貨建に

よる同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので、決算日における有効性

の評価を省略しております。

６．退職給付に係る会計処理　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理と異なっております。

７．消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式により処理しております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示してお

ります。

Ⅲ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 14,383百万円

２．保証債務残高

［連結子会社（株式会社三社電機イースタン）の

金融機関からの借入に対する保証］
100百万円

３．関係会社に対する短期金銭債権 1,358百万円

４．関係会社に対する長期金銭債権 1,696百万円

５．関係会社に対する短期金銭債務 204百万円

Ⅳ．損益計算書に関する注記

１．関係会社に対する売上高 4,505百万円

２．関係会社からの仕入高 1,529百万円

  ３．関係会社との営業取引以外の取引高 208百万円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 807,120株
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額 323百万円

棚卸資産評価損 179百万円

賞与引当金 145百万円

未払役員退職慰労金 118百万円

未払費用 93百万円

未払事業税 12百万円

製品保証引当金 22百万円

受注損失引当金 4百万円

減損損失 25百万円

投資有価証券評価損 20百万円

資産除去債務 14百万円

退職給付引当金 3百万円

その他 32百万円

繰延税金資産小計 997百万円

評価性引当額 △224百万円

繰延税金資産合計 773百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △146百万円

その他有価証券評価差額金 △21百万円

前払年金費用 △32百万円

繰延税金負債合計 △200百万円

繰延税金資産の純額 573百万円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

種　類
会社等の

名称

議決権等の
所 有 割 合
（%）

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
三社電機(上
海)有限公司

所有

直接100%

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注)1

1,480
売掛金 440

子会社
三社電機(広
東)有限公司

所有

直接100%

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注)1

690
売掛金 260

子会社
㈱三社電機
イースタン

所有

直接100%
資金の貸付
役員の兼任

貸付金の回収
利息の受取

(注)2

136
12

貸付金 1,915

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．製品の販売については、市場価格を勘案して取引価格を決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して貸付金利を決定しております。

３．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,160円80銭

２．１株当たり当期純利益 34円17銭

Ⅸ. その他の注記

    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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